事業計画書

１　企業の概要

	企業名（個人は屋号等）
	

	代表者
	

	業種
	

	利用希望の部屋
	

	勤務予定者数
	総数　　　　名

	就業時間
	：　　　～　　　：　　　休日（　　　）

	レンタルオフィスでの

事業内容
	


２　レンタルオフィスに持ち込む主要設備・機器等

	名称
	使用目的
	数量
	消費電力（VA)

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


３　添付書類

　ア 法人登記簿謄本（個人にあっては住民票の写し。ただし、申請時に市外に住民票がある場合に限る。）

　イ 会社経歴書（個人にあっては個人経歴書）

　ウ 最新の決算書（個人にあっては所得を証明する書類。ただし、申請年の１月１日時点で市外に住民票がある場合に限る。）

　エ レンタルオフィス内で勤務する者の名簿

　オ 誓約書

　カ その他市長が必要と認める書類（会社又は個人の活動等がわかるパンフレット等）

誓約書兼同意書

　私は、レンタルオフィスを利用するにあたり、下記に掲げる条件を守ることを誓約します。なお、利用認定に必要な事項に限り、大野市長が公簿により市税の納付状況等を確認することに同意します。

大野市職業訓練センター　所長　様

住　所

氏　名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）
記

条件

１　利用者は、利用施設を利用目的及び用途以外に利用することができない。

２　利用者は、その利用する権利を譲渡又は転貸することができない。

３　利用者は、大野市職業訓練センター所長（以下「所長」という。）の許可を受けないで利用物件の原状を変更又はこれに他の工作物を付加することができない。なお、その経費については利用者の負担とする。

４　利用者は、利用区域内において、危険物を取扱い、他に迷惑を及ぼす行為をしてはならない。

５　利用者は、その責に帰すべき事由により利用物件に損害を及ぼしたときは、所長の指示する損害金を賠償しなければならない。ただし、所長が指示した期間内に利用物件を原状に回復したときはこの限りでない。

６　利用者は次に掲げる場合には、その敷設した物件等を自費をもって撤去し、利用物件を原状に回復しなければならない。

　ア　利用期間が満了したとき。

　イ　利用の許可を取り消したとき。

　ウ　その他の事由により利用物件を返還したとき。

７　前項の規定にも関わらず、利用者が原状に回復しないときは、所長は利用者の許可を得ずに原状への回復並びに残置物の撤去及び処分をすることができる。この場合、所長はその費用を利用者に請求できるものとし、利用者はその請求額を支払わなければならない。

８　利用期間中における利用物件の維持保全に要する経費は、利用者の負担とする。

９　利用期間中における施設利用料は、１月毎又は半年毎に前納しなければならない。

10　次に掲げる場合には、利用期間満了前であっても利用の許可を取り消すことができる。

　ア　利用期間中における施設利用料等が納期限までに納付されないとき。

　イ　利用者の行為が、１から９に掲げる条件その他施設の管理に必要な範囲で所長が定めた規定に反している場合であって、所長による改善指示に従わないとき。

11　利用期間満了以前に、利用物件を返還する事由が生じた場合は、返還する日の１ヶ月前までに所長に申出をし、承認を得るものとする。ただし、前項により退去する場合はこの限りでない。

12　本条件に関し、疑義のあるとき、その他物件利用について疑義が生じたときは、すべて所長の決定するところによる。

